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○川崎市勤労者福祉共済条例 

昭和49年３月30日条例第４号 

改正

昭和63年12月22日条例第47号 

平成12年３月24日条例第８号 

平成15年３月18日条例第３号 

平成18年３月23日条例第14号 

平成22年３月26日条例第８号 

平成28年３月24日条例第30号 

令和３年12月16日条例第83号 

川崎市勤労者福祉共済条例 

（目的） 

第１条 この条例は、本市が行う勤労者福祉共済事業（以下「共済」という。）について必要な事

項を定めることにより、市内の中小企業に従事する勤労者の福祉の増進を図り、併せて中小企業

の振興に寄与することを目的とする。 

（加入資格） 

第２条 共済に加入することができる事業主は、市内に主たる事務所、店舗、工場その他の事業所

を有する者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(１) 常時使用する従業員（家族従業員を含み、期間を定めて雇用される者及び季節的業務に雇

用される者を除く。）の数が300人以下の会社及び個人 

(２) 資本金の額又は出資の総額が300,000,000円以下の会社 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、規則で定めるところにより特に必要と認める事業主を共済

に加入させることができる。 

３ 第８条第２項の規定により共済から脱退させられた事業主は、脱退の日から１年間は共済に加

入することができない。 

（共済対象者） 

第３条 共済に加入しようとする事業主は、次の各号に掲げる者を除き、雇用しているすべての従

業員を共済の対象としなければならない。 

(１) 期間を定めて雇用される者及び季節的業務に雇用される者 

(２) 試用期間中の者 
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(３) 常時勤務に服することを要しない者 

(４) その他規則で定める者 

２ 前項の規定にかかわらず、事業主は、自己及び前項第２号から第４号までに規定する者を共済

の対象とすることができる。 

（加入） 

第４条 共済に加入しようとする事業主は、市長に加入の申込みをし、その承認を得なければなら

ない。 

２ 前項に規定する承認を得た事業主は、加入の申込みをした日の属する月の翌月の初日に共済に

加入したものとする。 

（会員の受益） 

第５条 事業主が共済の対象とした者（以下「会員」という。）は、前条第２項に規定する加入の

日から第８条第３項に規定する脱退の日まで共済による利益を受けることができる。 

（受益の制限） 

第６条 市長は、共済による給付事由が事業主又は会員の故意又は重大な過失により発生したとき

は、当該給付を行わないことができる。 

２ 市長は、次の各号の一に該当する場合は、前条に規定する会員の受益の全部又は一部を制限す

ることができる。 

(１) 事業主又は会員が偽りその他不正の行為により共済による利益を受けさせ、又は受けよう

としたとき。 

(２) 事業主が正当な理由がなく共済掛金の納付を怠ったとき。 

(３) その他市長が不適当と認めたとき。 

（共済掛金） 

第７条 事業主は、会員１人につき月額500円の共済掛金を納付しなければならない。 

２ 事業主は、月の中途において次条の規定により脱退し、又は脱退させられた場合においても、

当該月分の共済掛金を納付しなければならない。 

３ 既納の共済掛金は、返還しない。 

（脱退） 

第８条 事業主は、共済から脱退しようとするときは、会員の３分の２以上の同意書を添えて市長

の承認を得なければならない。ただし、災害その他市長が特に必要と認めた理由により脱退する

場合は、同意書を添えることを要しないものとする。 
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２ 市長は、事業主が次の各号の一に該当する場合は、共済から脱退させるものとする。 

(１) 共済掛金の納付を怠り、引き続き納付の見込みがないと認められるとき。 

(２) 偽りその他不正の行為により会員又は会員以外の者に共済による利益を受けさせたとき。 

３ 事業主は、市長が第１項の規定により脱退の承認をした日及び前項の規定により脱退させた日

に共済から脱退したものとする。 

（給付事業） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、会員に対して当該各号に掲げる給付を行

うものとする。ただし、会員が死亡した場合における第６号に規定する弔慰金の給付は、規則で

定めるところにより会員の遺族に対して行うものとする。 

(１) 会員が満20歳に達したとき。 20歳祝金 

(２) 会員が婚姻したとき。 結婚祝金 

(３) 会員又はその配偶者が出産したとき。 出産祝金 

(４) 会員の子が小学校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。）又は中

学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部を含む。）

に入学したとき。 入学祝金 

(５) 会員が傷病により８日以上欠勤したとき。 傷病見舞金 

(６) 会員又はその配偶者若しくは一親等の血族が死亡したとき。 弔慰金 

(７) 会員が火災、風水害その他の災害により居住家屋に著しい損害を受けたとき。 災害見舞

金 

(８) 会員が会員の資格を失うことなく、会員となった日の属する月から規制で定めるところに

より計算した期間が規則で定める年数に達したとき。 永年勤続報奨金 

２ 前項に規定する給付金の額は、規則で定める。 

（貸付事業） 

第10条 市長は、会員が出産、冠婚葬祭、教育、医療、転居等のため必要とする資金及び物品を購

入するため必要とする資金の貸付事業を行うものとする。 

（福利厚生事業） 

第11条 市長は、前２条に規定する事業のほか、会員の福祉の増進を図るため、余暇事業その他の

福利厚生事業を行うものとする。 

（給付金等の返還） 

第12条 事業主又は会員が偽りその他不正の行為により給付金等の給付を受けさせ、又は受けた場
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合は、市長は、その者から当該給付金等を返還させるものとする。 

（協議会） 

第13条 共済の運営に関する重要事項を調査審議し、事業の円滑かつ効果的な運営を図るため、川

崎市勤労者福祉共済運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は、委員30人以内をもって組織する。 

３ 委員は、事業主及び会員の利益を代表する者、学識経験者並びに市職員のうちから、市長が委

嘱し、又は任命する。 

４ 委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げな

い。 

５ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営について必要な事項は、規則で定める。 

（委任） 

第14条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則（抄） 

（施行期日） 

１ この条例の施行期日は、市長が定める。（昭和49年６月25日規則第76号で昭和49年６月26日か

ら施行） 

附 則（昭和63年12月22日条例第47号） 

この条例は、昭和64年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月24日条例第８号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年３月18日条例第３号） 

改正

平成22年３月26日条例第８号 

（施行期日） 

１ この条例は、平成15年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に会員である者のうち、会員期間（会員の資格を失うことなく継続した

期間であって、会員となった日の属する月からこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）

の前日の属する月までの年月数をいう。以下同じ。）が５年以上である者に対し、規則で定める

ところにより、１回に限り、次の表の左欄に掲げる会員期間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄
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に掲げる金額の給付を行うものとする。 

会員期間 金額 

５年以上10年未満 10,000円

10年以上15年未満 20,000円

15年以上20年未満 40,000円

20年以上25年未満 70,000円

25年以上 100,000円

３ この条例の施行の際現に会員である者のうち、会員期間が５年以上である者については、改正

後の条例（以下「新条例」という。）第９条第１項第８号の適用に当たっては施行日に新たに会

員となったものとみなす。 

４ 新条例第９条第１項第８号の規定にかかわらず、この条例の施行の際現に会員である者のうち、

会員期間が25年以上である者については、同号に規定する永年勤続報奨金（以下「永年勤続報奨

金」という。）の給付を行わないものとする。 

５ この条例の施行の際現に会員である者のうち、会員期間が20年以上25年未満である者について

は、30,000円を超えない範囲内で、永年勤続報奨金の給付を行うものとする。 

附 則（平成18年３月23日条例第14号） 

この条例は、会社法（平成17年法律第86号）の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い

日から施行する。 

附 則（平成22年３月26日条例第８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に改正前の条例附則第２項の規定により給付を行った者については、改

正後の条例附則第２項の規定は、適用しない。 

附 則（平成28年３月24日条例第30号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年12月16日条例第83号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 


